
災害復旧・復興に関する主な制度の概要

（市町村予算に関連するもの）

令和７年４月１日現在

大分県総務部市町村振興課　財政班
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災害復旧・復興に関する主な制度の概要

災 害 救 助 法 の 適 用

被 災 者 生 活 再 建 支 援 法 の 適 用

大 分 県 災 害 被 災 者 住 宅 再 建 支 援 制 度

生 活 面 の 支 援

小 ・ 中 学 生 の 就 学 援 助 措 置

特 別 支 援 学 級 へ の 就 学 奨 励

災 害 弔 慰 金

大 分 県 災 害 障 害 見 舞 金

大 分 県 災 害 弔 慰 金

災 害 障 害 見 舞 金

災 害 援 護 資 金

感 染 症 予 防 対 策 事 業

大 分 県 災 害 救 助 費 補 助 金

私 立 高 等 学 校 等 就 学 支 援 事 業

生 活 福 祉 資 金
（災害を受けたことにより臨時に必要となる経費）

生 活 福 祉 資 金
（ 住 宅 の 増 改 築 、 補 修 等 ）

事 業 者 へ の 支 援
特 定 災 害 対 策 緊 急 資 金

災 害 に よ る 特 例 債

普 通 交 付 税 の 繰 上 交 付

特 別 交 付 税 措 置

災 害 復 旧

天 災 資 金

災 害 復 旧 事 業

激 甚 災 害 の 指 定 （ 指 定 基 準 ）

災 害 復 旧 事 業 債

農 業 者 へ の 再 建 支 援

激 甚 災 害 の 指 定
（ 特 別 財 政 援 助 額 等 の 適 用 ）

市 町 村 税 の 減 免

災 害 時 小 規 模 事 業 者 持 続 化 支 援 事 業

廃 棄 物 処 理 施 設 の 災 害 復 旧

災 害 廃 棄 物 処 理
災 害 廃 棄 物 の 処 理

主 な 災 害 復 旧 事 業 等 に 係 る
財 源 措 置 ス キ ー ム

海 岸 へ の 漂 着 物 等 の 処 理

【別紙】



制度の名称

制度の種類

目　　的
災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急
的に必要な救助を行い、被災者の保護と社会の秩序の保全を図る。

種　　類
[1]避難所、応急仮設住宅の供与　 [2]食品、飲料水の供給 　[3]被服、寝具等の給与  [4]医療、
助産  [5]被災者の救出 　[6]住宅の応急修理　[7]学用品の給与 　[8]埋葬 [9]死体の捜索及び
処理　[10]住居又はその周辺の土石等の障害物の除去

適　　用 災害救助法施行令第１条に該当する被害が発生した市町村

経費負担

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

目　　的
自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、都道府県が拠出した基金を活用して
被災者生活再建支援金を支給する。

適　　用

以下のいずれかに該当する自然災害
① 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する被害が発生した市町村
② １０世帯以上の住宅「全壊」被害が発生した市町村
③ １００世帯以上の住宅「全壊」が発生した都道府県
④ ①又は②の市町村を含む都道府県で５世帯以上の住宅「全壊」被害が発生した市町村
　　(人口10万人未満に限る)
⑤ ①～③の区域に隣接し、５世帯以上の住宅「全壊」被害が発生した市町村
　　（人口10万人未満に限る）
⑥ ①若しくは②の市町村を含む都道府県又は③の都道府県が２以上ある場合に、
　　５世帯以上の住宅「全壊」被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る）
　　２世帯以上の住宅「全壊」被害が発生した市町村（人口５万人未満に限る）

内　　容

　○支給額は、下記の２つの支援金の合計額（単身世帯は３／４を乗じたもの）

申 請 窓 口

大分県担当部署

給付

各市町村

被災者生活再建支援法の適用

給付

制度の内容

国１／２以上、県１／２以下（災害の規模により異なる）

福祉保健企画課　地域福祉班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

○生活面の支援

制度の内容

防災局防災対策企画課　防災企画班　TEL　０９７－５０６－３０６７

災害救助法の適用

基礎支援金 合計額

建設・購入 ２００万円 ３００万円

補修 １００万円 ２００万円

賃借（公営住宅を除く） ５０万円 １５０万円

建設・購入 ２００万円 ２５０万円

大規模半壊 補修 １００万円 １５０万円

賃借（公営住宅を除く） ５０万円 １００万円

建設・購入 1００万円 １００万円

補修 ５０万円 ５０万円

賃借（公営住宅を除く） ２５万円 ２５万円

加算支援金

全　壊
解　体

長期避難
１００万円

５０万円

中規模半壊 －
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制度の名称

制度の種類

目　　的 ①被災住民の早期生活再建支援、②地域コミュニティの崩壊防止

適　　用
県内で、自然災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火等）により、住宅が全壊、
半壊、床上浸水の被害が発生した全ての世帯

内　　容

　○支給額は、下記の２つの支援金の合計額（単身世帯は３／４を乗じたもの）

申 請 窓 口

経費負担

留意事項

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

内　　容

災害により死亡された方の遺族に対して、災害弔慰金を支給する。
　　・生計維持者が死亡した場合　：　５００万円を超えない範囲内で支給
　　・その他の者が死亡した場合　：　２５０万円を超えない範囲内で支給
　※対象災害･･･１市町村において住居が５世帯以上滅失した災害　等

対象者
・災害により死亡した者の遺族（配偶者、子、父母、孫、祖父母）
　上記いずれも存しない場合は兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し、
　又は生計を同じくしていた者に限る）

経費負担

大分県担当部署

各市町村

給付

制度の内容

国１／２、県１／４、市町村１／４

福祉保健企画課　地域福祉班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

県１／２、市町村１／２

大分県災害被災者住宅再建支援制度

給付

制度の内容

被災者生活再建支援法による支援を受ける者は支給対象にしない。
※ただし、被災者生活再建支援法適用市町村内で中規模半壊の被害を受けた世帯は支給対象とする。

防災局防災対策企画課　防災企画班　TEL　０９７－５０６－３０６７

災害弔慰金

基礎支援金
（住宅の被害程度）

合計額

― ５０万円

３０万円 ８０万円

２５万円 ７５万円

加算支援金
（住宅の再建方法）

半　壊 ５０万円

建設・購入

補修

賃借（公営住宅を除く）

※被災者生活再建支援法による支援と併給する場合の支給金額（中規模半壊の被害を受けた世帯）

基礎支給支援金 合計額

建設・購入 ２００万円 ３００万円

補修 １００万円 ２００万円

賃借（公営住宅を除く） ５０万円 １５０万円

建設・購入 １００万円 １５０万円

補修 ８０万円 １３０万円

賃借（公営住宅を除く） ５０万円 １００万円

床上浸水 ５万円 ５万円

加算支給支援金

全　　壊
解体

長期避難
１００万円

半　　壊 ５０万円
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制度の名称

制度の種類

内　　容
災害により死亡された方の遺族に対して、災害弔慰金を支給する。
　　・生計維持者が死亡した場合　：　２５０万円を超えない範囲内で支給
　　・その他の者が死亡した場合　：　１２５万円を超えない範囲内で支給

対象者
・災害により死亡した者の遺族（配偶者、子、父母、孫、祖父母）
　上記いずれも存しない場合は兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し、
　又は生計を同じくしていた者に限る）

経費負担

留意事項

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

内　　容

災害を受けたことによる困窮からの自立更生するのに必要な経費
・台風、火災、地震等によって災害を受けたことによる復旧に要する経費
・最小限の家財道具の購入
・主たる生計手段である田畑、工場、倉庫等の復旧

貸　付
上限額

１５０万円以内

据　置
期　間

６か月以内

貸　付
利　率

・無利子（連帯保証人あり）
・年１．５％（連帯保証人なし）

償　還
期　間

７年以内

申　込
窓　口

市町村社会福祉協議会
※大分県社会福祉協議会で審査、貸付決定

その他
・官公署発行の被災（罹災）証明書が必要
・災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資金の貸付対象となる場合は対象外

対象者
①低所得者世帯（市町村民税非課税又は均等割課税程度）
②障がい者世帯
③高齢者世帯（日常生活上療養又は介護を要する高齢者の属する世帯）

経費負担

大分県担当部署

生活福祉資金（災害を受けたことにより臨時に必要となる経費）

貸付

国１／２、県１／２

福祉保健企画課　地域福祉班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

大分県災害弔慰金

給付

制度の内容

県１／２、市町村１／２

国の制度（災害弔慰金の支給等に関する法律）による支給を受ける者は対象としない

福祉保健企画課　地域福祉班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

制度の内容
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制度の名称

制度の種類

内　　容 住宅の補修、保全等のために必要な経費

貸　付
上限額

２５０万円以内

据　置
期　間

６か月以内

貸　付
利　率

・無利子（連帯保証人あり）
・年１．５％（連帯保証人なし）

償　還
期　間

７年以内

申　込
窓　口

市町村社会福祉協議会
※大分県社会福祉協議会で審査、貸付決定

その他
・官公署発行の被災（罹災）証明書が必要
・総工事費の１／６以上の自己資金の確保が必要

対象者
①低所得者世帯（市町村民税非課税又は均等割課税程度）
②障がい者世帯
③高齢者世帯（日常生活上療養又は介護を要する高齢者の属する世帯）

経費負担

大分県担当部署

制度の名称

目　　的
避難の長期化が想定される被災者に、新たな住まいが見つかるまで（又は住家の応急修理が
終わるまで）の当面の間の避難場所として、市町村が民間賃貸住宅を借り上げ提供する際の支
援

適　　用 小災害に対する救助内規を適用した市町村

内　　容
災害救助法の応急仮設住宅（借上型仮設住宅）の供与に準じた支援
※全壊は２年間以内、半壊、床上浸水は原則３ヵ月以内（最長６ヵ月以内）

対象者 全壊及び半壊、床上浸水の住家被害を受けた被災者

経費負担

大分県担当部署

生活福祉資金（住宅の増改築、補修等）

福祉保健企画課　地域福祉班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

制度の内容

制度の内容

　県１／２、市町村１／２

大分県災害救助費補助金

貸付

国１／２、県１／２

福祉保健企画課　地域福祉班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０
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制度の名称

制度の種類

内　　容

災害による負傷等により重度の障害を受けた方に対して、災害障害見舞金を支給する。
　　・生計維持者の重度の障害　　：　２５０万円を超えない範囲内で支給
　　・その他の者の重度の障害　　：　１２５万円を超えない範囲内で支給
　※対象災害･･･１市町村において住居が５世帯以上滅失した災害　等

対象者

災害により以下のような重度の障害を受けた方が対象となる。

①両眼が失明した人
②咀嚼（そしゃく）及び言語の機能を廃した人
③神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要する人
④胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する人
⑤両上肢をひじ関節以上で失った人
⑥両上肢の用を全廃した人
⑦両下肢をひざ関節以上で失った人
⑧両下肢の用を全廃した人
⑨精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の程度が前各項目
　同程度以上と認められる人

経費負担

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

内　　容
災害による負傷等により重度の障害を受けた方に対して、災害障害見舞金を支給する。
　　・生計維持者の重度の障害　　：　１２５万円を超えない範囲内で支給
　　・その他の者の重度の障害　　：　６２．５万円を超えない範囲内で支給

対象者

災害により以下のような重度の障害を受けた方が対象となる

①両眼が失明した人
②咀嚼（そしゃく）及び言語の機能を廃した人
③神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要する人
④胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する人
⑤両上肢をひじ関節以上で失った人
⑥両上肢の用を全廃した人
⑦両下肢をひざ関節以上で失った人
⑧両下肢の用を全廃した人
⑨精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の程度が前各項目
　同程度以上と認められる人

経費負担

留意事項

大分県担当部署

国の制度（災害弔慰金の支給等に関する法律）による支給を受ける者は対象としない

福祉保健企画課　地域福祉班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

制度の内容

県１／２、市町村１／２

給付

制度の内容

国１／２、県１／４、市町村１／４

福祉保健企画課　地域福祉班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

災害障害見舞金

大分県災害障害見舞金

給付
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制度の名称

制度の種類

目　的
災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、災害救助法適用の災害等により被災した世帯主
に対し、生活の立て直しに資する資金を貸し付ける。

貸　付
限度額

貸　付
利　率

年３％以内（据置き期間中は無利子）※利率は各市町村が条例で定める

償　還
期　間

１０年（据置き期間３年を含む）

対象者

○下記のとおり所得制限がある。

経費負担

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

目　　的
被災により、就学が困難な児童・生徒の保護者を対象に、就学に必要な学用品費、新入学用品
費、通学費、校外活動費、学校給食費等を援助する。

対象者
被災により、経済的に就学困難となった児童生徒の保護者で、かつ、市町村又は都道府県が実
施する通常の就学援助事業の認定基準を満たす者。

経費負担

大分県担当部署 教育庁教育財務課　就学支援班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－５４５４

制度の内容

東日本大震災：国１０／１０、その他大規模災害：国２／３、市町村１／３

福祉保健企画課　地域福祉班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６２０

制度の内容

災害援護資金

貸付

国２／３、県１／３　※国、県からの財源は無利子貸付

小・中学生の就学援助措置

教育支援

　　ア　当該負傷のみ １５０万円

　　イ　家財の３分の１以上の損害 ２５０万円

　　ウ　住居の半壊 ２７０万円

　　エ　住居の全壊 ３５０万円

　　ア　家財の３分の１以上の損害 １５０万円

　　イ　住居の半壊 １７０万円

　　ウ　住居の全壊（エの場合を除く） ２５０万円

　　エ　住居全体の滅失または流失 ３５０万円

①世帯主に１か月以上の負傷がある場合

②世帯主に１か月以上の負傷がない場合

世帯人員 市町村民税における前年の総所得金額

１人 ２２０万円

２人 ４３０万円

３人 ６２０万円

４人 ７３０万円

５人以上 １人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額

但し、その世帯の住居が滅失した場合は１，２７０万円

　　ア　当該負傷のみ １５０万円

　　イ　家財の３分の１以上の損害 ２５０万円

　　ウ　住居の半壊 ２７０万円

　　エ　住居の全壊 ３５０万円

　　ア　家財の３分の１以上の損害 １５０万円

　　イ　住居の半壊 １７０万円

　　ウ　住居の全壊（エの場合を除く） ２５０万円

　　エ　住居全体の滅失または流失 ３５０万円

①世帯主に１か月以上の負傷がある場合

②世帯主に１か月以上の負傷がない場合

世帯人員 市町村民税における前年の総所得金額

１人 ２２０万円

２人 ４３０万円

３人 ６２０万円

４人 ７３０万円

５人以上 １人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額

但し、その世帯の住居が滅失した場合は１，２７０万円
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制度の名称

制度の種類

目　　的
被災により、特別支援学級等への就学支援が必要となった児童、生徒の保護者を対象に通学
費、学用品等購入費等を援助する。

対象者 被災により、特別支援教育就学奨励事業の対象となった世帯及び支弁区分が変更となった世帯

経費負担

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

目　　的
保護者が天災その他不慮の災害等により家計困難となった私立高校の生徒を対象に、授業料
負担の軽減を図る。

対象者
生徒の保護者が天災その他不慮の災害等により家計困難となり、当該年度の世帯年収が約
590万円未満の経済状況にある生徒。

経費負担

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

目　　的 感染症の発生を予防し、又はまん延を防止する。

対　　象
県が市町村に感染症の病原体に汚染された場所又は汚染された疑いがある場所の消毒を指示
した場合は、消毒経費について助成する。

経費負担

大分県担当部署

制度の内容

通常 ：　国１／３、県１／３、市町村１／３　　　　　激甚災害 ： 国２／３、県１／３

健康政策・感染症対策課　感染症対策班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２６６５

制度の内容

制度の内容

感染症予防対策事業

負担金

国１０／１０

学事・私学振興課　私学助成班　　TEL　０９７－５０６－３０７９

教育支援

私立高等学校等就学支援事業

特別支援学級への就学奨励

教育支援

教育庁教育財務課　就学支援班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－５４５４

東日本大震災：国１０／１０、その他大規模災害：国２／３、市町村１／３
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制度の名称

制度の種類

目　　的
知事が指定する災害において、運転資金等の低利融資に対応するため、市町村長の被災証明
を受けた被災農林漁業者等に対して県及び市町村で利子補給を行う。

農業近代
 化 資 金

漁業近代
化 資 金

農林漁業
施設資金

農林漁業
セーフティ
ネット資金

大分県担当部署

○事業者への支援

貸付

制度の内容

団体指導・金融課　管理・金融班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－３６１０

特定災害対策緊急資金

目　　　的 果樹栽培施設等の復旧、長期運転資金

貸付限度額 ３，０００千円（特認６，０００千円）

償 還 期 間 復旧（１５年以内）、果樹の改植・補植（２５年以内）

貸 付 金 利 国の通知による　

利子補給割合 県　貸付金利の１／２、市町村　同　1/２　※最大２％、７年間

備　　　考 要担保・保証人

目　　　的 長期運転資金

貸付限度額 ６，０００千円（特認：年間経費の６／１２又は粗収入の６／１２のいずれか低い額）

償 還 期 間 １５年以内

貸 付 金 利 国の通知による　

利子補給割合 県　貸付金利の１／２、市町村　同　1/２　※最大２％、７年間

備　　　考 －

目　　　的 農業被害施設の復旧、長期運転資金

個人（復旧１８，０００千円、長期運転資金６，０００千円）

法人（復旧２００，０００千円、長期運転資金２０，０００千円～２５，０００千円）

償 還 期 間 復旧（７～１５年以内）、長期運転資金（７年以内）

貸 付 金 利 国の通知による　

利子補給割合 県　貸付金利の１／２、市町村　同　1/２　※最大２％、７年間

備　　　考 要保証料　０．４０％

貸付限度額

目　　　的 漁業被害施設の復旧、長期運転資金

２０ｔ以上漁船　３６０，０００千円、水産養殖業者　１８０，０００千円

長期運転資金　個人（６，０００千円）、法人（２０，０００千円～２５，０００千円）

償 還 期 間 復旧（５～１５年以内）、長期運転資金（５年以内）

貸 付 金 利 国の通知による　

利子補給割合 県　貸付金利の１／２、市町村　同　1/２　※最大２％、７年間

備　　　考 要保証料　０．５１％

貸付限度額
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制度の名称 天災資金

制度の種類 貸付

目　　的
天災融資法に基づき、天災により被害を受けた農林漁業者等に対し、その再生産に必要な低
利の経営資金等を融通することにより、その経営の安定を図る

対　　象 経営資金、果樹の改植、捕植、家畜の購入、養殖に必要な資金、漁船の建造及び取得

貸付限
度　額

個人（２，０００千円～５０，０００千円）、法人（２０，０００千円～５０，０００千円）

償　　還
期　　間

 ３～６年以内（激甚指定　４～７年）

貸　　付
金　　利

国の通知による

利子補
給割合

貸付金利により別途定める

大分県担当部署

制度の名称 農業者への再建支援

制度の種類 相談体制、金融支援など

①相談窓口の設置 ○事業継続を支援するための相談窓口を各振興局に設置

大分県担当部署：団体指導・金融課　管理・金融班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－３６１０

制度の名称

制度の種類

目　　的
台風や豪雨等による大規模災害で被災した小規模事業者の復旧・復興を後押しするため、復
旧に要する経費に対し助成する

内　　容

補助対象者：
　①災害救助法適用市町村に所在する小規模事業者（事前適用を除く）
　②災害救助法適用基準（住家滅失世帯）の１／２以上となる市町村に所在する小規模事業者
補　 助　 率：２／３　（県：１／２ ・ 市：１／６）　※事業者の自己資金は１／３
補助限度額：①２，０００千円　　　（県１，５００千円、市町村５００千円）
　　　　　　　　 ②１，０００千円　　　（県　 ７５０千円、市町村２５０千円）
　　　　　　　　　※②単独では実施しない

大分県担当課

災害時小規模事業者持続化支援事業

補助金

制度の内容

商工観光労働企画課　商工団体班　ＴＥＬ０９７－５０６－３２１８

制度の内容

団体指導・金融課　管理・金融班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－３６１０

②金融支援、支援制度等

○農業信用基金協会、漁業信用基金協会保証料の軽減対策
　　県が指定した災害に係る保証料を免除・軽減
　
　　軽減分の負担割合　県１／２、市町村１／２
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制度の名称

制度の種類

制度の内容 種　　類

　概要については、※別紙のとおり
　○公共土木施設災害復旧事業
　　　　河川、海岸、砂防、設備、林地荒廃防止施設、地すべり防止施設、急傾斜崩壊防止
　　　　施設、道路、港湾、漁港、下水道、公園、水道
　○公立学校施設災害復旧事業
　○農林水産業施設災害復旧事業
　　　　農地・農業用施設、林地荒廃防止施設、林道、共同利用施設など
　○公立社会教育施設復旧事業
　○私立学校施設復旧事業
　○その他災害復旧事業
　○文化財復旧事業
　　　　国指定文化財、県指定文化財

経費負担

大分県担当部署

災害復旧

※別紙のとおり

※別紙のとおり

○災害復旧

災害復旧事業
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　　　（別　紙）

一般災害の場合 激甚災害の場合

  公

  共

  土

  木

  施

  設

○公共土木施設災害復旧事業費国庫負
　　担法
　　対  象 :
　　河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止
    施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩
   壊防止対策、道路、港湾、漁港、下水
   道、公園、水道

○国庫負担率　　６／１０～８／１０程度
　　※災害復旧費の標準税収入に対する
　　　割合に応じて段階的に適用

　公
　立
　学
　校

○公立学校施設災害復旧費国庫負担法

○国庫負担率　　２／３

○農林水産業施設災害復旧事業費国庫
   補助の暫定措置に関する法律

○農地　　国庫補助率　５／１０程度
　　※被害農業者当たりの災害復旧費に
       応じて段階的に適用

○農業用施設
          　国庫補助率　　６．５／１０程度
    ※被害農業者当たりの災害復旧費に
       応じて段階的に適用

○林地荒廃防止施設
          　国庫補助率　　６．５／１０

○林道
　　　国庫補助率　　５／１０又は
                       ６．５／１０程度
    ※利用区域面積に応じて適用

○漁業用施設
　　　国庫補助率　6.5／10程度

○指定基準
　（１）本激
　　　農業被害見込額　＞　全国農業所得
     推定額×０．５％
  （２）局激
　　　当該市町村内の農地等の災害復旧
　　　事業に要する経費 ＞ 当該市町村の
　　　農業所得推定額   ×１０％　など
　
○農地　　国庫補助率　８／１０程度
　　　※被害農業者当たりの災害復旧費に
　　　　　応じて段階的に上乗せ
○農業用施設　　国庫補助率　９／１０程度
　　　※被害農業者当たりの災害復旧費に
　　　　　応じて段階的に上乗せ
○林道　　国庫補助率　　９／１０程度
      ※被害延長１ｍ当たりの災害復旧費
　　　　　に応じて段階的に上乗せ
　

地方負担額
の９０％

地方債元利償還金
の９５％

○共同利用施設　　　国庫補助率　２／１０ ○共同利用施設　　３／１０～９／１０

公
立
社
会

教
育
施
設

○国庫補助なし ○補助率　２／３
　　※公共土木施設災害復旧事業の本激
　　　が適用される場合であって、
　　　１施設当たりの復旧事業費が６０万円
    　以上のもの

地方負担額
の１００％

地方債元利償還金
の４７．５～８５．５％

私
立
学
校

施
設

○国庫補助なし ○補助率　１／２
　　※公共土木施設災害復旧事業の本激
　　　が適用される場合であって、
　　　児童等１人当たり復旧工事費が
　　　７５０円以上かつ幼稚園６０万円以上、
　　　小中学校１５０万円以上、
　　　高等学校２１０万円以上の私立学校施設

　　　　　主 な 災 害 復 旧 事 業 等 に 係 る 財 源 措 置 ス キ ー ム

○指定基準
　（１）本激
　　　公共施設災害復旧事業費等の査定
　　　見込額　＞全国標準税収入×０．５％
  （２）局激
　　　当該市町村が負担する公共施設災害
      復旧事業費等の査定事業費　＞　当該
　　　市町村の標準税収入 ×５０％
                                          　など
 
 ○国庫負担率　　７／１０～９／１０程度
　　※対象となる事業に係る地方負担額
　　　 の標準税収入に対する割合に応じ
　　　 て段階的に上乗せ

区
分

国　　　庫　　　負　　　担　　　・　　補　　助　　等
地 方 債 普通交付税

　農

　林

　水

　産

　業

　施

　設

大　分　県　担　当　者 特別交付税（６年度）

地方負担額
の１００％

地方債元利償還金
の９５％

◯現年災（災害復旧）
　　・国庫補助を伴う災害対策事業費の合算額 × ０．０２

◯現年災（応急対応）
　　・次の単価を乗じて得た額の合算額
　　　－り災世帯数 × ２３，５００円
　　　－全壊家屋戸数 × １７６，７００円
　　　－半壊家屋戸数 × ８８，２００円
　　　－浸水家屋戸数（床上 × ５，１００円、床下 × ２，７００円）
　　　－農作物被害面積（ｈa） × ６，９００円
　　　　　（被害面積３０％超は９，７００円）
　　　－死者及び行方不明者数 × ８７５，０００円
　　　－障害者数 × ４３７，５００円
　　　－災害救助費×０．４（地方負担額が上限）※救助実施市のみ

◯災害応援
　　被災地域の応援等に要する経費 × ０．８

◯職員派遣（中長期）
　　・災害復旧等に従事させるため職員の派遣を受けた市町村に
　　　ついて、
　　　　　当該受入れに要する経費 × ０．８

○職員採用（災害復旧等）
　　・災害復旧等に従事させるため職員を採用した市町村に
　　　ついて、
　　　　　当該職員に要する経費　×　０．８

◯現年災（その他）
　　・現年災（災害復旧） × ０．５ ＋ 現年災（応急対応） × ０．２

◯活動火山対策
　　・次の算式により算定した額
　　　　（Ａ×０．８）＋（Ｂ×０．８）＋（Ｃ×０．５）
　　　　Ａ　国の補助金を受けて施行する活動火山対策事業に要す
　　　　　　る経費から当該国の補助金、地方債その他の特定財源
　　　　　　の額を控除した額
　　　　Ｂ　防災営農施設整備事業のため一般財源を充当した額
　　　　Ｃ　当該年度において単独事業として実施する活動火山対
　　　　　　策事業に要する経費から地方債その他の特定財源の
　　　　　　額を控除した額

項　　　目 担　当　部　署 連　 絡　 先

林地荒廃
防止施設

森林保全課
治山班

０９７－５０６－３８６６

　 漁　　　港
漁港漁村整備課
企画調査班

０９７－５０６－３９７７

　 港　　　湾
港湾課
防災・海岸班

０９７－５０６－４６１５

　 公　　　園
公園・生活排水課
都市公園整備班

０９７－５０６－４６６４

上 記 以 外
河川課
防災班

０９７－５０６－４５９６

担　当　部　署 連　 絡　 先

教育財務課
施設管理班

０９７－５０６－５４５５

担　当　部　署 連　 絡　 先

社会教育課
管理予算班

０９７－５０６－５５２４

体育保健課
管理予算班

０９７－５０６－５６４９

項　　　目 担　当　部　署 連　 絡　 先

　 農　　　地
農地・農村整備課
防災班

０９７－５０６－３７２５

農業用施設
農地・農村整備課
防災班

０９７－５０６－３７２５

林地荒廃
防止施設

森林保全課
治山班

０９７－５０６－３８６６

　 林　　　道
林務管理課
林道班

０９７－５０６－３８２８

漁業用施設
水産振興課
漁場整備班

０９７－５０６－３９５７

担　当　部　署 連　 絡　 先

（幼稚園）こども未来課
幼児教育・保育班

０９７－５０６－２７０９

（小中高）
学事・私学振興課
私学助成班

０９７－５０６－３０７９
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　　　（別　紙）

一般災害の場合 激甚災害の場合

区
分

国　　　庫　　　負　　　担　　　・　　補　　助　　等
地 方 債 普通交付税大　分　県　担　当　者 特別交付税（６年度）

　上
　水
　道

　※「公共土木施設」に該当

　簡
　易
　水
　道

　※「公共土木施設」に該当

民
営
水
道

○国庫補助なし ○国庫補助なし

○県補助率：補助対象経費から市町村補助額
　を控除した額の１／２以内
 ・ただし、民営水道施設の災害復旧に補助可
　能な制度をもつ市町村内において実施する
　事業であり、市町村の補助率が１／３以上の
　ものに限る
 ・補助金額の上限は１事業体あたり４，０００
　千円または市町村補助額のいずれか低い
　額とする

災
害
廃
棄
物

等
処
理

○国庫補助率　１／２ １．過去の特別立法（３４年災）　　　　２／３
２．新潟地震（Ｓ３９）、十勝沖地震　　１／２ 災害対策費として

地方負担の１００％
（特別交付税措置残）
※歳入欠かん債発行
可能団体の場合

１．国庫補助金に係る地方負担額　×　０．８に特別
　　交付税措置
２．特別交付税措置残分について、災害対策債を発行
　　した場合、元利償還金の５７％を特別交付税措置

文
化
財

文化財の災害復旧に要する経費　×　０．８

国指定文化財
○国庫補助率：７０％～８５％（通常の補助率に２０％加算）
　 ・ただし、国が災害復旧事業として採択した以下の事業に限る
　  重要文化財（建造物・美術工芸品）修理、防災事業
　　登録有形文化財建造物修理事業
　　歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業
　　文化的景観保護推進事業
　　重要伝統的建造物群保存地区保存事業
　　重要有形民俗文化財修理・防災事業
　　重要文化財等防災施設整備事業
○県補助率：国庫補助対象経費の８％以内
　 ・ただし、市町村が実施する事業にあっては県費補助金額が500,000円以上となる事業に
限る

県指定文化財
○県補助率：事業費の１／２以内
　・ただし、市町村が実施する事業にあっては事業費が1,000,000円以上となる事業に限る

担　当　部　署 連　 絡　 先

循環社会推進課
資源化推進班

０９７－５０６－３１２５

担　当　部　署 連　 絡　 先

文化課
教育文化班

０９７－５０６－５４９４

担　当　部　署 連　 絡　 先

環境保全課
水環境班

０９７－５０６－３１１６
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制度の名称

制度の種類

目　　的

指定基準
（本　激）

指定基準
（局　激）

大分県担当部署

激甚災害の指定（指定基準）

災害復旧

国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ当該災害による地方財政の負担を緩和し、又は被災者に対する特
別の助成措置が必要と認められる災害が発生した場合に政府が「激甚災害」として指定

防災局防災対策企画課　防災企画班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－３０６７

区　　　分 指　　　　定　　　　基　　　　準

Ａ　公共施設災害復旧事業費等の査定見込額　 　＞　全国標準税収入×０．５％

Ｂ　公共施設災害復旧事業費等の査定見込額　 　＞　全国標準税収入×０．２％
　かつ
　　（１）一の都道府県の査定見込額　＞　当該都道府県の標準税収入×２５％
　又は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　の県が１以上
　　（２）県内市町村の査定見込総額　＞　県内市町村の標準税収入×５％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　の県が１以上

Ａ　農地等の災害復旧事業費等の査定見込額　＞　全国農業所得推定額×０．５％　

Ｂ　農地等の災害復旧事業費等の査定見込額　＞　全国農業所得推定額×０．１５％
　かつ
　　（１）一の都道府県の査定見込額　＞　当該都道府県の農業所得推定額×４％
　又は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　の県が１以上
　　（２）一の都道府県の査定見込額　＞　１０億円 　　・・・・・　の県が１以上

農  林  水  産  業
共 同 利 用 施 設

※農地・農業用施設が本激指定の場合などに適用

  中小企業信用保険
  法による災害関係
  保証の特例

A 中小企業関係被害額　＞　全国中小企業所得推定額×０．２％

小規模企業者等設備
導入資金助成法による
貸付金の償還期間等
の特例

Ｂ　中小企業関係被害額　＞　全国中小企業所得推定額×０．０６％
　かつ
 　（１）一の都道府県の中小企業関係被害額　＞　当該都道府県の中小企業
　又は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所得推定額×２％・・・・・　の県が１以上
　 （２）一の都道府県の中小企業関係被害額　＞　１，４００億円以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　の県が１以上

公立社会教育施設

私立学校施設

感染症予防事業

小災害債元利償還金
の基準財政需要額算
入

※公共土木施設、農地・農業用施設が本激指定の場合に適用

◎主な激甚災害の指定基準（本激：災害対象区域が全国）

公共土木施設

農地・農業用施設

※公共土木施設が本激指定の場合に適用

区　　　分 指　　　　定　　　　基　　　　準

公共土木施設

◎次のいずれかに該当する災害
　①当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費の査定事業額　＞　当該市町村
　　の標準税収入×５０％
　②当該市町村の標準税収入が５０億円以下であり、かつ当該市町村が負担する公共
　　施設災害復旧事業費の査定事業額が２億５，０００千円を超える市町村
　※当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費の査定事業額　＞　当該市町村
　　 の標準税収入×２０％
  ③当該市町村の標準税収入が５０億円を超え、かつ１００億円以下の市町村
　※当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費の査定事業額　＞　当該市町村
　　 の標準税収入×２０％＋（当該市町村の標準税収入－５０億円）×６０％
  ④公共施設災害復旧事業費の査定見込額からみて、明らかに①～③に該当する場合

農地・農業用施設

◎次のいずれかに該当する災害
　①当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費　＞　当該市町村の農業所得
　　推定額×１０％
　②農地等災害復旧事業費からみて、明らかに①に該当する場合

農  林  水  産  業
共 同 利 用 施 設

※農地・農業用施設が局激指定の場合などに適用

  中小企業信用保険
  法による災害関係
  保証の特例など

A 中小企業関係被害額　＞　当該市町村の中小企業所得推定額×１０％

小災害債元利償還金
の基準財政需要額算
入

※公共土木施設、農地・農業用施設が局激指定の場合に適用

◎主な激甚災害の指定基準（局激：市町村単位で指定）
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制度の名称

制度の種類

制度の内容

　適　用
　条　件

その年の激甚災害に係る公共土木施設災害復旧事業など下記の事業毎の地方負担
額／その年度の標準税収入　＞　５／１００
　
◎算定にあたって合算される災害復旧等事業
　①公共土木施設（関連を含む）　②公立学校施設　③公営住宅　④保護施設　⑤児童
　福祉施設　⑥老人福祉施設　⑦身体障害者社会参加支援施設　⑧障害者支援施設
　⑨婦人保護施設　⑩感染症指定医療機関　⑪感染症予防事業　⑫堆積土砂排除事業
　⑬湛水排除事業

　算　定
　方　法

◎地方負担額が標準税収入に占める割合に応じた国庫補助額を合算した金額

　適　用
　条　件

（農地・農業用施設の災害復旧事業費－通常の国庫補助額）／被害農業者数　＞　２万円

　算　定
　方　法

◎上記による関係農家１戸あたり負担額の下記区分に応じた国庫補助額を合算した金額

　適　用
　条　件

林道の災害復旧事業費－通常の国庫補助額／被害林道の総延長　＞　１８０円

　算　定
　方　法

◎上記による被害延長１ｍあたり負担額の区分に応じた国庫補助額を合算した金額

適用措置
の 概 要

大分県担当部署

激甚災害の指定（特別財政援助額等の適用）

災害復旧

激甚災害に指定されても、被害を受けた地方公共団体の全てが特例措置を受けられるわけではなく、被害
の大きさが一定規模以上の地方公共団体に限って特別財政援助額等が適用される。
※公 共 土 木 施 設　　　→　特定地方公共団体（激甚法第３条第１項）
　 農地・農業用施設      →　適用対象市町村（激甚法第５条第１項）

防災局防災対策企画課　防災企画班　　ＴＥＬ　０９７－５０６－３０６７

◎主な災害復旧における国庫補助・負担率の嵩上げ等について

公共土木施設等

農地・農業用施設

林　　　道

　　地方負担額／標準税収入の比率 補助率

　　５／１００～　１０／１００までの部分 ６０／１００

　１０／１００～１００／１００までの部分 ７０／１００

１００／１００～２００／１００までの部分 ７５／１００

２００／１００～４００／１００までの部分 ８０／１００

４００／１００～ ９０／１００

１万円～２万円 ２万円～６万円 ６万円～

７／１０ ８／１０ ９／１０

１１０円～２００円 ２００円～５００円 ５００円～

７／１０ ８／１０ ９／１０

区　　　　　　　分
災害復旧事業に係る国
庫補助・負担率

嵩上げ後の補助・負担
率

区　　　　　　　分
災害復旧事業に係る国
庫補助・負担率

嵩上げ後の補助・負担
率

公共土木施設 ６／１０～８／１０程度 公立社会教育施設 － ２／３

公立学校施設 ２／３ 私立学校施設 － １／２

公営住宅 １／２ 農地・農業用施設

上記④～⑩ の施設（⑥を除く） １／２ 林道

児童福祉施設 ２／３ 共同利用施設 ２／１０ ３／１０～９／１０

７／１０～９／１０程度
８／１０程度 １～２割程度上乗せ
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制度の名称

制度の種類

制度の内容

大分県担当部署

災害復旧事業債

災害復旧

市町村振興課　財政班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２４１５

（１）補助・直轄災害復旧事業債
　  ・公共土木施設等　　　　充当率　　（現年　１００％、過年　９０％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　交付税算入率　　（元利償還金の９５％）
    ・農地・農林漁業施設　 充当率　  （現年　　９０％、過年　８０％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　交付税算入率　  （元利償還金の９５％）
 
（２）一般単独災害復旧事業債
    ・公共土木施設等　　　 充当率　　（１００％）
　　　　　　　　　　　　　　　 　交付税算入率　　　（元利償還金の４７．５～８５．５％）
    ・農地・農林漁業施設  充当率　  （ ６５％）
　　　　　　　　　　　　　　　　 交付税算入率　　　（元利償還金の４７．５～８５．５％）
　　　　　　　　　　　　　　　　 ※農地については、激特法第５条の措置が適用されたもののうち、
　　　　　　　　　　　　　　　　　  一箇所の工事費が４０万円以上のものが対象
 
（３）公営企業等災害復旧事業債　充当率　（１００％）
　　※上水道、簡易水道、下水道、病院事業等については、一般会計繰出金の５０％を
       特別交付税で措置
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制度の名称

制度の種類

大分県担当部署

災害による特例債

市町村振興課　財政班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２４１５

災害復旧

（１）歳入欠かん債、災害対策債
　　公共土木施設、公立学校施設及び農地、農業用施設、林道の激甚補助災害復旧事業費の
　　合計額が標準税収入額を超える団体　等
 ○一件限度額　　５００万円（人口３０万人以上の市）
　　　　　　　 　　　 ３００万円（人口１０万人以上３０万人未満の市）
　　　　　　　　　　　１５０万円（人口５万人以上１０万人未満の市）
　　　　　　　　　　　　８０万円（その他の市町村）
 ○対象範囲及び充当率
　　・歳入欠かん債　：　普通税、使用料及び手数料、分担金及び負担金の減収額の１００％
　　・災害対策費 　  ：　国庫補助又は国庫負担金の交付を受けて実施する、水防対策、
　　　　　　　　　　　　    災害救助対策、伝染病予防対策等の地方負担額の１００％
 ○交付税参入率
　　・歳入欠かん債　：　元利償還金の４７．５～８５．５％
　　・災害対策費 　  ：　元利償還金の５７％

（３）農地等小災害復旧事業債
    農地、農業用施設、林道の激甚補助災害復旧事業費及び同小災害復旧事業費の合計額が
    ８００万円を超える市町村であって農地等小災害債の合計額が一件限度額を超える市町村
 ○一件限度額　　４００万円（人口３０万人以上の市）
　　　　　　　 　　　 ２５０万円（人口１０万人以上３０万人未満の市）
　　　　　　　　　　　１５０万円（人口５万人以上１０万人未満の市）
　　　　　　　　　　　　８０万円（その他の市町村）
 ○対象範囲　：　１か所の工事費用が１３万円以上４０万円未満
 ○事業主体　：　市町村、土地改良区や農協などの公共的団体
 ○充当率　：　以下のとおり　　交付税算入率　（１００％）
　　※一般被災地（激甚災害に指定されているが、下記に該当しない市町村）
　　　 被害激甚地（激甚法第５条第１項の適用対象市町村）

 ○提出書類の簡素化
   農地等小災害復旧事業債は、平成２３年度から以下のとおり提出書類が簡素化された。
　・県に対する起債協議　：　起債計画書、起債協議等一覧表及び付表
　・財務事務所に対する資料　：　事業箇所一覧表、被災状況のわかる写真
　　※資料徴求やヒアリングは、地方公共団体に過度な負担とならないよう十分配慮する

制度の内容

（２）公共土木等小災害復旧事業債
 ①公共土木施設、公立学校施設及び農林水産施設の激甚補助災害復旧事業費の合計額が
    標準税収入額を超える団体で公共土木小災害債と公立学校施設小災害債の合計額が一
　　件限度額を超える団体　又は
 ②激甚地としての特定地方公共団体であって公共土木小災害債と公立学校施設小災害債が
　　それぞれ一件限度額を超える団体
 ○一件限度額　　４００万円（人口３０万人以上の市）
　　　　　　　 　　　 ２５０万円（人口１０万人以上３０万人未満の市）
　　　　　　　　　　　１５０万円（人口５万人以上１０万人未満の市）
　　　　　　　　　　　　８０万円（その他の市町村）
 ○対象範囲
　　・公共土木施設　１か所の工事費用が市町村分で３０万円以上６０万円未満
　　・公立学校施設　１学校ごとの工事費用が市町村分で１０万円を超え、４０万円未満
 ○充当率　（１００％）　　交付税算入率　　（６６．５％～９５．０％）

一般被災地 50%

被害激甚地 74%

一般被災地 65%

被害激甚地 80%

　農　 地

　農　 林
　施　 設
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制度の名称

制度の種類

目　　的
地方交付税法第１６条第２項の規定に基づき、定例交付する普通交付税の一部を繰り上げて交
付する。

内　　容

当該災害による公共施設被害額の合計額＊０．８／当該市町村の基準財政需要額が

・１０％を超え５０％までの場合は、次期交付額の合算額の３０％
・５０％を超え７０％までの場合は、次期交付額の合算額の５０％
・７０％を超える場合は次期交付額の合算額の７０％を繰上交付するもの。
 
但し、災害救助法が適用された市町村については、次期交付額の合算額の３０％を繰上
交付する。

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

目　　的
市町村の条例に基づき、被害者が納付すべき当該年度分の税額のうち災害を受けた日以後に
納期の末日の到来するものについて、減免する。

大分県担当部署

普通交付税の繰上交付

市町村税の減免

災害復旧

制度の内容

市町村振興課　税政班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２４２０

内　　容

（１）個人の市町村民税
　（ア）災害により、次の事由に該当することになった者

　（イ）その者の所有にかかる住宅又は家財につき災害等により受けた損害の金額（保険金、損
害賠償金等により補てんされるべき金額を除く。）がその住宅又は家財の価格の3/10以上であ
るもので、前年中の合計所得金額が1,000万円以下であるもの（注２）

（２）固定資産税
　（ア）農地又は宅地

　（イ）家屋

※詳細については、各市町村税務担当課にお問い合わせください。
（注１）市町村によって、規定がない場合があります
（注２）大分市は要件が異なります

市町村振興課　財政班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２４１８

制度の内容

災害復旧

損害の程度 軽減又は免除の割合

被害面積が当該土地の面積の8/10以上であるとき 10/10

被害面積が当該土地の面積の6/10以上8/10未満
であるとき

8/10

被害面積が当該土地の面積の4/10以上6/10未満
であるとき

6/10

被害面積が当該土地の面積の2/10以上4/10未満
であるとき

4/10

損害の程度 軽減又は免除の割合
全壊、流失、埋没等により家屋の原形をとどめないとき
又は復旧不能のとき

10/10

主要構造部分が著しく損傷し、大修理を必要とする場合
で、当該家屋の価格の6/10以上の価値を減じたとき

8/10

屋根、内壁、外壁、建具等に損傷を受け居住又は使用
目的を著しく損じた場合で、当該家屋の価格の4/10以
上6/10未満の価値を減じたとき

6/10

下壁、畳等に損傷を受け居住又は使用目的を損じ、修
理又は取替えを必要とする場合で、当該家屋の価格の
2/10以上4/10未満の価値を減じたとき

4/10

事由 軽減又は免除の割合
死亡した場合 10/10
生活保護法の規定による生活扶助を
受けることとなった者

10/10

障害者となった場合 9/10
（注１）

損害の程度が3/10以上5/10未満 同 5/10以上
500万円以下であるとき 1/2 10/10

750万円以下であるとき 1/4 1/2

750万円を超えるとき 1/8 1/4

軽減又は免除の割合
合計所得金額
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制度の名称

制度の種類

目　　的
交付税総額の１００分の６に相当する額が特別交付税とされ、基本的に１２月と３月に分けて配
分される。

大分県担当部署 市町村振興課　財政班　ＴＥＬ　０９７－５０６－２４１８

災害復旧

制度の内容

内　　容

　◯現年災（災害復旧）
　　　・国庫補助を伴う災害対策事業費の合算額　×　０．０２

　◯現年災（応急対応）
　　　・次の単価（参考：Ｒ６年度算定単価）を乗じて得た額の合算額
　　　　　①り災世帯数　×　２３，５００円
　　　　　②全壊家屋戸数　×　１７６，７００円
　　　　　③半壊家屋戸数　×　８８，２００円
　　　　　④浸水家屋戸数（床上　×　５，１００円　、床下　×　２，７００円）
　　　　　⑤農作物被害面積（ｈa）　×　６，９００円（被害面積３０％超は９，７００円）
　　　　　⑥死者及び行方不明者数　×　８７５，０００円
　　　　　⑦障害者数　×　４３７，５００円
　　　　　⑧災害救助費　×　０．４　（地方負担額が上限）※救助実施市のみ

　◯災害応援
　　　被災地域の応援等に要する経費　×　０．８

　◯職員派遣（中長期）
　　　・災害復旧等に従事させるため職員の派遣を受けた市町村について、
　　　　　当該受入れに要する経費　×　０．８

　○職員採用（災害復旧等）
　　　・災害復旧等に従事させるため職員を採用した市町村について、
　　　　　当該職員に要する経費　×　０．８

　◯現年災（その他）
　　　・現年災（災害復旧）　×　０．５　＋　現年災（応急対応）　×　０．２
 
  ◯災害廃棄物等処理
      ・国庫補助を伴う災害等廃棄物処理事業費の地方負担額　✕　０．８
　　　・特別交付税措置残分について、災害対策債を発行した場合、元利償還金の
　　　　５７％を特別交付税措置

　◯活動火山対策
　　　・次の算式により算定した額
　　　　　（Ａ×０．８）＋（Ｂ×０．８）＋（Ｃ×０．５）
　　　　　Ａ　国の補助金を受けて施行する活動火山対策事業に要する経費から当該国の
　　　　　　　補助金、地方債その他の特定財源の額を控除した額
　　　　　Ｂ　防災営農施設整備事業のため一般財源を充当した額
　　　　　Ｃ　当該年度において単独事業として実施する活動火山対策事業に要する経費
　　　　　　　から地方債その他の特定財源の額を控除した額

　◯文化財災害復旧
　　　・文化財の災害復旧に要する経費　×　０．８

特別交付税措置
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制度の名称

制度の種類

制度の内容

大分県担当部署

制度の名称

制度の種類

○一般公共海岸区域

（県河川課管理分）

○海岸保全区域

（県河川課管理分）

（県港湾課管理分）

（県農村基盤整備課管理分）

（県漁港漁村整備課管理分）

（市町村管理分）

○その他海岸

・漁港・港湾区域

（県港湾課管理分）

（県漁港漁村整備課管理分）

（市町村管理分）

○その他海岸

・保安林

・道路護岸

・天然海岸

・飛行場等

大分県担当部署

制度の内容

○災害廃棄物等処理

災害廃棄物等の処理

災害廃棄物等処理

循環社会推進課　資源化推進班　　ＴＥＬ ０９７－５０６－３１２５

海岸への漂着物等の処理

○災害等廃棄物処理事業費補助金　：　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、市町村が
　　　実施する災害廃棄物の収集・運搬・処分費用に対して助成（国庫補助金）　　補助率１／２
　
○災害等廃棄物処理促進費補助金　：　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、市町村が
　　　実施する災害廃棄物の収集・運搬・処分費用に対して助成（国庫補助金）　　（次の式による上限額あり）
　　　X＝(A×2.5％－B×0.5％）× 90％
　　　　　X：補助金の交付限度額（ただし、千円未満切捨て）
　　　　　A：補助対象経費
　　　　　B：市町村標準税収入

○特別交付税措置（Ｐ18）
　　　・国庫補助を伴う災害等廃棄物処理事業費の地方負担額　✕　０．８
　　　・特別交付税措置残分について、災害対策債を発行した場合、元利償還金の５７％を特別交付税措置

災害廃棄物処理

循環社会推進課　資源化推進班　　ＴＥＬ ０９７－５０６－３１４１

補　　助　　金　　等　　名 補 助 対 象 補助率 備　　　　考

災害等廃棄物処理事業費補助金（国庫補助金） 回収・処理費用 １／２
（災害）事業費４０万円以
上、（その他）漂着量１５０
㎥以上が対象

海岸漂着物等撤去事業（県単補助金） 回収、処理費用 １／２ 産廃税活用事業

大分県市町村海岸漂着物地域対策推進事業
（国庫補助事業）

回収・処理費用
原則

７／１０

国の災害復旧事業の要件
に該当しないもの
過疎法又は半島法対象地
域　８／１０、離島法対象地
域　９／１０

森と海をつなぐ環境保全推進事業（県単補助金）
地区自治会、ＮＰＯ等

が実施する流木の撤
去費用等

10/10 森林環境税活用事業

補　　助　　金　　等　　名 補 助 対 象 補助率 備　　　　考

災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業
（国庫補助金）

回収・処理費用 １／２
漂着量１，０００㎥
以上が対象

海岸漂着物等撤去事業（県単補助金） 回収、処理費用 １／２ 産廃税活用事業

大分県市町村海岸漂着物地域対策推進事業
（国庫補助事業）

回収・処理費用
原則

７／１０

国の災害復旧事業の要件
に該当しないもの
過疎法又は半島法対象地
域　８／１０、離島法対象地
域　９／１０

森と海をつなぐ環境保全推進事業（県単補助金）
地区自治会、ＮＰＯ等
が実施する流木の撤
去費用等

10/10 森林環境税活用事業

補　　助　　金　　等　　名 補 助 対 象 補助率 備　　　　考

災害等廃棄物処理事業費補助金（国庫補助金） 回収・処理費用 １／２
（災害）事業費４０万円以
上、（その他）漂着量１５０
㎥以上が対象

海岸漂着物等撤去事業（県単補助金） 回収、処理費用 １／２ 産廃税活用事業

大分県市町村海岸漂着物地域対策推進事業
（国庫補助事業）

回収・処理費用
原則

７／１０

国の災害復旧事業の要件
に該当しないもの
過疎法又は半島法対象地
域　８／１０、離島法対象地
域　９／１０

森と海をつなぐ環境保全推進事業（県単補助金）
地区自治会、ＮＰＯ等
が実施する流木の撤

去費用等
10/10 森林環境税活用事業

補　　助　　金　　等　　名 補 助 対 象 補助率 備　　　　考

災害等廃棄物処理事業費補助金（国庫補助金） 回収・処理費用 １／２
（災害）事業費４０万円以
上、（その他）漂着量１５０
㎥以上が対象

大分県市町村海岸漂着物地域対策推進事業
（国庫補助事業）

回収・処理費用
原則

７／１０

国の災害復旧事業の要件
に該当しないもの
過疎法又は半島法対象地
域　８／１０、離島法対象地
域　９／１０
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制度の名称

制度の種類

制度の内容

大分県担当課

廃棄物処理施設の災害復旧

災害復旧

循環社会推進課　資源化推進班　TEL０９７－５０６－３１２５

○廃棄物処理施設災害復旧事業費（補助金）

1　事業主体
　　都道府県、市町村（一部事務組合、広域連合、特別区を含む）等

２　対象事業
　　災害により被害を受けた廃棄物処理施設を原形に復旧する事業及び応急復旧事業

３　補助対象から除外されるもの
　　１施設の災害復旧事業に要する経費が実施要領に掲げる金額未満のもの等

４　国庫補助率
　　通常時　１／２
　　阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、熊本地震　８／１０
　　東日本大震災　８／１０～９／１０

５　地方財政措置（通常時）
　　地方負担分の全額について、一般単独災害復旧事業債により対処することとし、
　　その元利償還金の47.5％（財政力補正により85.5％まで）について普通交付税措置
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